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監査への社会的要請について
?
柳 龍 芳
はじめに
1970年代後半に入り，わが国では，構造不況の影響を受けた大型企業の倒
産が相つぎ，その結果，監査制度の主体を荷なう公認会計士監査に対するき
びしい批判が生まれ，反省の時代が招来した。このような構造不況の影響を
蒙ったのは，ひとり，わが国のみに限らず，世界的な規模で発生したことは
周知の通りである。 1974~5年にかけて， 大型企業の倒産事件は西独経済界
をも襲っており，それを楔機として職業専門家である会計監査士への厳しい
批判が現れ始めてきた。
これらの批判を集約すると， 以下のような問題点を指摘することができ
る。まづ，第一点は，公表財務諸表は正確かつ真実を示すものであるかどう
かということ，第二点は，会計監査士の監査証明が信頼性とその流通能力に
おいて充全なのかどうかということ，この二点に関して，公共一般が疑惑の
念を持ちはじめている，ということである。このような観点に立って，クニ
ーフは，会計処理のあり方，その基礎にある株式法への疑問，さらには立法
者に対する挑戦をも意味しているのかどうかを検討する必要があると述べて
ぃ閑：
(1) Knief, P., Der Wirtschaftsprilfer im Spannungsfeld zwischen gesetzlichem 
Auftrag und offentlicher Erwartung, in : BFup 1976, S. 114. 
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さらに具体的に言えば，第一には，法的規範に向けて増大してきた公共よ
りの監査批判である。法的規範が制定されることによって必ずしも監査の問
題は解決しえないのが過去からのならわしであるため，法的規範の改正によ
って，今日の状況を打開できるのかという疑問があること，第二は，企業の
急激な発展に対して，会計監査士の活動の対応は可能なのであろうかという
疑問である。そこで，クニーフは，このような批判は真にそうであるのか，
あるいは，企業の状況に対して，さらには法的規範に対して，公共一般があま
りに無知であるために発生した事態であるのかどうかを検討する必要がある
(2) 
と述べている。さらに第三点として，立法者の側ないし監査職業団体の側か
らする対処の仕方を問題としている。すなわち，経済的な発展に伴って増大
する情報の必要性や，会計諸原則の改良に関して増大する公共のニーズに対
し，立法者や職業団体がそれに応えて十分な配慮を払ってきたかどうかにつ
いてである。
さて，西独においては，会計監査士が，一定の会社について法定監査を実
施しているが，会計監査士が，公共一般と係りあうのは，年度決算書に付さ
れた株主のための監査証明書 (Bestatigungsvermerk)を通してである。
この監査証明書が監査結果を外部に示す唯一の手段となる。これとは別に，
監査の内容を詳細に記述した監査報告書 (Prlifungsbericht)があるが，こ
れは会社に提出されるだけであって，公共に対しては門外不出となっている
ため，公表される監査証明書のみが，会計情報開示に関する唯一の証明手段
となっている。そこで，専ら，この監査証明書，およびこれをめぐっ疇て生ず
る問題に的をしぼり， 必要な限りにおいて， 監査士の独立性にも触れなが
ら，議論を展開していきたい。
ー．監査証明書の役割
さて，クニーフは，問題の所在を明らかにするために，つぎの三点を抽出
(2) Knief, a. a. 0.,. S. 114. 
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1. 会計監査士の業務は公共から理解を得ることができるのか，またどの程
度そうであるのか。
2. 年度決算書および監査証明書の証言能力を高めることができるのか，ま
たどの程度そうなりうるのか。
3. 会計監査士の独立性はその基盤を強めることができるのか，またどの程
度可能なのか。
このような観点をまづ支柱として，監査の現況と，監査証明書に対する公
共の期待との間に存在する落差を明らかにしようとしている。
さて，ここで，西独における監査証明書の性格を簡単に述べてみたい。
まづ，会計監査士の監査委任に関する一般的内容は会計監査士法 (Wirt-
schaftsprilferordnung = WPO)によって規定されるのであるが，株式会社
監査は株式法第162条に基いて実施される。 この監査の結果は， すでに述べ
たように，綿密な監査内容を記載した監査報告書に示されるが，これは公共
に対し開示されない。公共に公表されるのは監査証明書である。この監査証
明書の任務は，年度毎の会計報告が秩序性を保ち，法規定と合致しているこ
(4) 
とにつき，公共に対して証明することにある。したがって，信用関係におい
て公共と強く結びついている企業にとっては， 「監査証明書の証明機能」は
(5) 
特別の価値を有するものである。この証明書は，公の資格を有する職業専門
家の宣誓に基いて公表されたものであり，その内容は，真実で，明瞭で，理
解し易く，かつ積極的内容をもつところの公認書 (Beglaubigung)である。
したがって，「証明書は信頼を創出する」・「確信の雰囲気」・「信頼の強化」
(6) 
といった言葉が文献においても，公共の間においても流通している。
ところで， この証明書のもつ証言能力はいかなる範囲に及ぶのであろう
(3) Knief, a. a. 0., S.115 
(4) R. Karoli., Bilanzpriifung und Priifungsergebnis, 1934, S. 86. 
(5) R, Karoli., a. a. 0., S. 86. 
(6) Knief, a. a. 0., S.117. 
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か。それは，当然に監査の対象と範囲に依存する筈である。法の定めるとこ
ろによれば，監査証明書は次の二点について証言を行う。
(a) 実施された監査の範囲，および，
(b) 監査の結果，帳簿，年度決算書およぴ営業報告書中年度決算書を説明し
ている部分が法律に合致しているかどうか。
さて，この陳述内容は，年度決算書が企業活動の経営経済的実休を正しく
とらえているとか，真実を表示しているとかいうものではなく，あるいはま
た，監査の結果として，企業活動が非常によいとかよくないとかを指摘して
いるものでもない。それは法律の定めた範囲において最低限の合法性を確保
しているにすぎないのである。すなわち，監査証明書の証言内容は，法の定
める監査の対象と範囲において，年度決算書が真実であるということを示し
(7) 
ているだけである。
決算監査は，ずっと以前に締切られた営業年度における歴史的事実，およ
びそれらの年度決算書への記載についての，合法性に関するコントロールで
あるから，その限りにおいて監査は決算日指向ないし過去指向であるといえ
る。この意味においては，監査の結果を示している監査証明書もまた同断で
(8) 
ある。したがって，監査の過程で，企業が破産するおそれがあることを，会
計監査士が駆識した場合であっても，年度決算書が秩序性を保っており，か
っ，営業報告書において，破産のおそれの原因となっている事実を指摘して
いさえすれば，会計監査士としては，意見の限定や拒絶を表明する必要はな
(9) 
いのである。
さて， 監査証明書もまた， 過去指向を前提としてではあるが， その役割
は，公共，株主および債権者に対し，重要な情報開示の保証を示すものであ
り，企業の秩序的会計達成を批判するところの有効な会計監査士の道具であ
ることに間遮いはない。
(7) Knief, a. a. 0., S.117. 
(8) Knief, a. a. 0., S. 117. 
(9) WP-Handbuch 1977, S. 905. 
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—．会計監査士への期待
いづれにせよ，公共に対し，あるいは企業関与者にとって，会計情報開示
が極めて重要であることは言をまたない。 1974~5年の倒産企業続出の時代
を迎えて，多くの経済新聞がそれぞれ，この問題をめぐり，批評を加えてい
る。クニーフは，公共的期待の発言者としての新聞の増大する重要さに直面
して，会計監査士の地位をめぐる討論を行なう経済新聞誌が顧慮されねばな
らないと述べ， 1974 • 5年において有名誌に現れた会計監査士に対する批判
(10) 
のいくつかを紹介している。
これらの批判は，個々バラバラであったりときには痛烈を極め，しばしば
提言を伴わず，またときには，励ましと期待を含むといった，多面的な形を
もって現われている。したがって，それは，会計監査士に向けられた公共的
期待の重要な証拠を示すものであるといえよう。次にこれらの重要な批判点
(11) 
を列挙してみよう。
ーチェックさえすれば無批判にサインする，
一過年度への無関心，
ー経営者の下働き，
ー甲斐々々しい同業組合，
ー独立性なき公共の裁判所，
一彼が証明すると，遺言状の封蠍を無価値にする，
一貸借対照表を自ら作り，それを監査し，証明する，
ー専門意見はつぎはぎ細工で作られる，
ーでまかせで不明瞭な，一方的に方向づけする会計士会，
ー監査されるよりは信じる方がまし，
(10) Knief, a. a. 0., S. 121 f. 
(11) 以下の列挙は， 1975年度に Manager-Magazin, Der Spiegel, Die Welt, 
Siiddeutsche Zeitung, FAZ, HB等に硯れた，文言である (Knief,a. a. 0., S. 
121 f.) 
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一破産に対して任務は不履行，
一疲弊した企業に，力強い利益の証明，
一欠除した独立性，
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ー事実から照して，不合理性に満ちた，無味乾燥な二行詩からなるたわめや
すい形式，
一被監査対象が自分で監査人を探す，
一七千八百万人が破産していても，利益は確定されている，
ー会計監査士の監査調書には，セルフサービスの署名と捺印，
ー監査役のお添え物程度の役立ち，
一捺印があればより危険，
一怠慢で感覚喪失の職業団体，
一欠陥だらけの決算監査，
一誤謬がないことを示しながら，後で疑わしいことがわかり，公共とりわけ
投資家には何も理解できない，利害が混在していて証明書の価値は弱化す
る，そのような会計監査士への疑念，
ー会計監査士はかつて意見の拒絶を行なったことがあるか，
ードイツの会計監査士活動は余りに因襲的だ，
ー監査報告書は調子のよいことばかり，
ーエリートは考え深くなる，
以上，いくつかの批判を挙げてみたが，これらの批判は大きく分けると次
の二点にまとめることができよう。その第一は，監査人の職業地位に対する
批判である。それは会計監査士が職業的義務や職業通念を無視しているこ
と，および職業指針を軽視していることに対する批判である。こ．のような一
般的な批判が正当であるかどうかは別として，このような批判的見解は，職
業監督ないし職業裁判関係において取り上げるべき問題であろう。その第二
は，伝統的に実施されてきた昔と変らない株式法強制監査，形式的で証言能
力にかける監査証明およぴ破産や経営失敗の場合の保証に関して欠陥のある
法規定等への批判である。
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以上の二点に集約できる批判は，とくに，企業倒産の吹き荒れた当時の発
言であることから，会計監査士の職業的地位に対する否定的発想が目立って
いる。しかし，他方において，このような会計監査士の地位に対し肯定的な
論調，いいかえれば，激励と解決提起を含んだ発言もまた見出すことができ
るのである。ここにいくつかの例を示してみよう。 ' 
一彼らは信頼を享受しており，独立性を持ち，中立で，客観的で，公平であ
り，「株主の守護神」であり，「経済問題においては，彼らには錘という言
葉がふさわしい，というのは，そこには公平な専門家としての判定が見い
だせるからである。」「証明はふたたび完全な価値を獲得しなければならな
い」 (Behrens,E. "Zweifel an den Wirtschaflshriifern," in : Sud-
deutsche Zeitung ~om 6. 3. 1975, S. 23.)。
ー公共はより多くのことを要求しつづけている．たとえば，法的限界にとら
われることなく証明は「すべてが適正である」と確認するのがふさわし
い ("Abgehaktund blind gesie gelt" in: Manages-Magazin 1975; Nr. 
1, s.・62ff.), 
-50万マルク以上の損害賠償責任制度の導入；会計監査士を公共性をもった
独立の裁判官とすべきである，証券局の導入をはかる；株式法の改正を行
なって，会計監査士は株主総会に対し責任を負うこととし，会計監査士と
監査委任者との結びつきに実質的な制約を加えること（現在，会計監査士
は，法的委任からすれば，取締役に対し責任を負う）． （Kruh, M., Die 
Verantwortung des Wirtschaftspriifers,. in : FAZ vom 22. 10. 197 4.), 
ー監査人の交替はすべて5年毎であること，（現在は1年毎に選出），
(Behrens, a. a. 0), 
ー監査を株式法から切り離し，監督法を制定して強化すること． （Zfgk 
1~74, s. 664.), 
以上のような論調が新聞紙上に硯われている。 これら公共的期待におけ
る，激励ゃ解決提起については，文献等においてもたえず論議を呼んだ問題
であり，これはまさに，監査制度の近代化をめざす問題でもあり，公共から
監査への社会的要請について（高柳） (329)~9 
の監査への要求を，如実に示しているものということができるであろう。当
然，ここでは監査人のあり方をも含めて監査制度近代化への要請が望まれて
いるのではあるが，その一つとして考えられるのは立法者に対する要請（法
改革）であることは明確である。すなわち， 1931年（株式会社への強制監査
の導入の年）および1965年（国民経済の拡大に伴う株式法の改正の年）ーに比
較した場合の今日における公共からの開示要求の拡大に対して立法者は十分
に応えねばならないこと，および企業の経済活動に対して影響をうける公共
の多角的利害をば，十分な監査を通じて効果的に保証しなければならないこ
とである。
ところで，公共からのこのような監査に対する批判と要請には，ときには
証券局の監督といった形での開示の保証に関する手段もみられるが，大部分
は，決算監査士によるコントロールと開示という方式によって解決を計るこ
とを共通な課題としていることである。したがって，国家を通じての統制処
置とか罰則規定の強化を行うべしといった主張は殆んどみられない。
つぎに，上述したような監査に対する公共よりの要請，とくに開示のあり
方について，クニーフはいくつかの提案を行なっており，これについての紹
(12) 
介と説明をすすめてみたい。
この論述の中では， 単に指摘の程度にとどめ， 詳述をさけているが， ま
づ，第ーには，企業自体の自覚をうながしている•ことである。すなわち，被
監査企業自体が，自由意志に基いて開示の内容を拡大する方向にむかうこと
の必要性をといている。このことが，直接に，企業に対する公共からの要請
に応えることのできる最も近い道だからである。しかし，この論述の中では，
その点にはとくに触れず，第二点として，立法者への要請と，硯行法に基く
ところの監査制度の範囲内での解決を求めている。すなわち，立法者は，現
在実施されている法秩序と経済秩序の中で， 硯行法をば， より有効に働か
せ，発展させることが大切であることを指摘している。そのためには，立法
者は，国家的観点ならぴに国際的視野にたって，経済的な発展を洞察しうる
(12) Knief, a. a. 0., S 124 f. 
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眼を持たなければならない。デュルハンマーも同じ立場で，この点を強調し
ており，彼によれば監査もまた，法秩序と経済秩序の中で十分に機能を果す
必要があり，そのためには現行の経済や法組織に適合させるとともに，それ
らの変動に応じるために，監査は鋳型にはめられ固定化されてはならないと
(13) 
論じている。
さて，決算監査士は，監査業務を行うに当って良心的かつ公正に，監査を
実施しなければならない（株式法第168条第j項， WPO第43条）。 この監査
士の義務を保証するには，何よりもまづ，その独立性が保証されていること
が本切である。そしてその独立性は何に対する独立性であるかといえば，次
のような対象に対してであるといえる。すなわち，
会社の機関に対して，
大・小の株主に対して，
信用機関である銀行に対して，
増大する協同決定における労働組合に対して，
立法および国家監督に対して，
一般の利害開係をもつ公共に対して。
以上のような諸関係方面に対してまづ監査士の独立性の確保が必要となる
が，その解決は次の三つのグループによって計られねばならない。
立法者によって，
監査義務ある企業によって，
会計監査士自身によって。
つぎに上記三つのグループのうち， クニーフは，立法上からの諸課題の解
決案を提示するとともに，会計監査士自身への要望も併わせ論じている。
三．情報開示拡大化への傾向
さて，クニーフはまづ第一の解決の課題として，開示情報の拡大をはかる
(13) Diirrhammer, W.W., Unabhiingigkeit des Abschlu(3priifers im Aktien-
gesetz und in der Praxis, 1切6,s. 67. 
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(14)..' 
ことを指摘する。第二の課題としては法的委任の改正に触れている。そこで
第一の課題である開示情報の拡大を取り上げてみる。
まづ，総合経済的立場からいえば，企業は開示要請に十分応えることが大
切である。したがって，企業の業務の遂行に秩序性を与え，安全性を保証す
るには，会計の公表こそが最も適切である。そのためには，国家的統制とい
う手段によることなく，開示規定をたえず総合経済的観点にたって適合させ，
拡大せしめる方向がのぞましい。しかし，企業状況の開示についてどの程度
まで拡大されるべきであるかについては， ドイツにおいても，見解は分れて
いる。クニーフによれば，公開義務はゲゼルシャフト全体の利害のバラン・ス
のとれる範囲内で，いいかえれば，個別経済に不利をきたさない程度におい
て果されるべきであり，ひいては，この範囲が守られて，結局は総合経済の
(15) 
優位性が保たれると，考えている。これに反し，モスククーのように，いか
なる程度に開示を拡大しても国民経済的な不利は生じないとする考え方も存
(16) 
在している。結局は企業の秘密とは一休何であるかによって，開示範囲につ
いて概念は異なると思える。いづれにせよ，会計監査士に対する企業機密ヘ
の厳守のきびしいドイツにあって，つとに，開示拡大の論争が行われるよう
になったのは，企業近代化に伴う将来指向をめざしての一つの胎動を示すも
のといえるであろう。
さて，、ドイツにおいてはすでに指摘したように，会計監査士は，監査報告
書を作成して，取締役に提出することを義務づけられている。この内部的監
(17) 
査報告書には，会社の経営状況を記載することが慣行として発達している。
ただし；この経営状況の記載は法的な要請としてはとくに規定されてはいな
いが，「企業の存立を危うくし，もしくはその発展を著しく阻害する恐れのあ
(14) Knief, a. a'. 0., S. 125 f. 
(15) Knief, a. a. 0., S. 126. 
(16) Moxter, A., Der Einflu/3 von Publizitatsvorschriften auf das uni:ernehmeri-
sche Verhalten, 1962, S. 224. 
(17) Ludewig, R., Die Darstellung der writschaftlichen Lage im Bericht Uber 
die aktienrechtliche Jahresabs~hlu{3priifung, 1975, S. 146 f. 
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る事実……を確認するときは，……報告しなければならない」（株式法第166
条第2項）という条項があって，経営状況に重要な問題が生じている場合，
報告しなければならない旨の規定が存在している。
なお，この経営状況の記載をめぐっては，種々の論争がある。これは決算
監査の目的ではなく，まして取締役の業務執行の内容を監査することが本来
ではないことから，監査目的を会計の秩序性の判定に限定するものとして，
(18) 
内部的な監査報告書においても，その記載を要しないという見解があるが，
一般的には慣行として経営状況の記載が行われてきた。この点に関しては，
監査原則（決算監査における正規の監査報告原則C第Il項）もまた，「年度決
算書項目の詳細な分類と十分な説明についての法的責任を果すためには，通
常，財産状況と収益状況の趨勢についての説明も必要である。この種の記載
は健全なる職業慣行に合致している。」と指示している。
さて，株式法によれば，決算監査の目的は会計の秩序性の巡守であり，具
体的には年度決算書の合法性を対象としているが，つぎに，営業報告書につ
いては，会計に関係する部分と，それ以外では，・会社の状況について誤った
観念を呼びおこさないかどうかについてその監査範囲を拡げることを規定し
ている（株式法第162条第2項第2文）。この規定から，とくに重要となるの
は，後発事項の問題である。営業報告書においては，その営業年度終了後に
生じたとくに重大な出来事を記載することとなっている。したがって，この
規定を準用することで，監査士には，決算日後の重要な出来事について十分
(19) 
な監査計画の下で監査をなすべき義務が生じてくると考えられている。この
ことから，もし，会社側において，後発事項の記載が営業報告書になく，ま
たは，誤れる観念を読者に与えるごとき記載がなされた場合には，外部用の
監査証明書において，会計監査士はその旨を指摘して，意見を限定するか拒
(18) Kicherer, H.P., Grundsatze ordnungsgema{3er Abschlu/3prilfung, 1970, 
S. 75 und 83. 
(19) Bankmann, J., Die Verantwortlichkeit des Abschlu{3prilfers filr eine 
Berichterstattung Uber wesentliche Ereignisse nach dem Bilanzstichtag, 
in WPg 1968, S. 90. ; FG, 2/77, Anmerkung. 2, Abschn. Cfil. 
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絶することができることになる。けだし，営業報告書において後発事項が正
当に記載されている場合には，この後発事項は年度決算書にも，監査証明書
にも記載されないため，一般公共に対しては開示すべき手段を失うことにな
る。
以上の通り， ドイツにおいては，現在のところ，経営状況の記載に関して
は，営業報告書にとりあげられるか，もしくは内部的な監査報告書に記載さ
れることによって閉鎖的に開示されてはいるのであるが，いまだ一般公共ヘ
の開示は果されていない状況にある。 EWG第4指命第44項において，状況
説明書を含めた監査報告書を一般公共に開示することが求められていること
から，クニーフもまた，ここで経営状況報告を開示すべきか否かを検討する
ことを示唆し，経営状況の記載が一般公共にとって，追加的な保証用具とな
(20) 
ることの必要性を指摘している。
つぎに，開示情報の拡大の他の一つの問題として，予測会計のための特別
証明書作成の問題を取り上げている。
最近，会計に関する予測情報の作成がとみに論じられているが，これが監
査と結びつくとき， その可能性の可否についてはとくに困難な状況が生ず
る。予測情報の証明には，かなり多くの監査人の主観的な観測と見解が含ま
れることが考えられるからである。しかし，進展する企業の経済状況に関す
る予測情報が提供されるようになれば，公共からの情報要求に応えることが
できるようになる。そこで，クニーフによれば，未来予測についてまづ前提
としての基準が存在しており，しかも企業の経済活動の方策がその計画にの
っとって実施されていく場合であれば，会計監査士は，その経済活動への方
策と未来計数の正当性がありうることについては確認を与えることができ
る，としている。この場合，監査士の証明はなんら会社の未来そのものを判
断しているのではないのであって，したがって，その真実性を監査できない
ような不確実な未来計数までも開示することがなければ，ある範囲内におい
ては，すなわち，基準が与えられて将来を予測した一定の計数資料の適否に
(20) Knief, a. a. 0., S. 126. 
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(21) 
対しては，証明を与えることができると考えている。
しかし，問題は，このような公共からの開示要請に応える証明書はどうあ
るぺきかにかかわってくる。一方においては，伝統的な秩序性確恩のための
監査証明書がその機能を果すとともに，他方においては増大しつつある予測
会計の開示要請に応えることが求められるとすれば，ここに第二の証明書が
考案されねばならない。実践可能であり，挙証能力のあるような特別の証明
書の作成は，監査職業にとって今後の重要な課題となるであろう。いづれに
しても，会社の未来的展望を報告すべき方向が求められつつある今日，予測
情報に関する資料を監査上どのように取り扱い，またどのような判断を形成
(22) 
していかねばならないかは，職業監査人に課せられた硯在的課題である。
四．会計監査士の独立性強化
さて，つぎに立法者への要請としての，監査に関する法的委任の拡大につ
いて触れていきたい。
その第一に取上げるのは損害賠償義務である。監査依頼人と会計監査士と
の関係において会計監査士が誠実義務進反をなした場合に民事上の責任が問
われる。現行法によれば，この場合の最高額は過失責任に対して50万ドイツ
マルク（故意の場合は無制限）となっている。 EWG第5指令第62条によれ
ば，会計監査士への民事責任の拡大が指示されており，最高額については限
度を示していない。クニーフは，会社，株主又は第三者に対して，会計監査士
の損害賠償義務が増大すればする程，その責任意識は原則的に高まるであろ
(23) 
うとのべている。また，現行法に基く賠償額は極めて低く，これを高める必
(24) 
要があり，無制限の責任が負わされるべきであるとする意見が多い。責任を
(21) Knief, a. a. 0., S. 127. 
(22) Knief, a. a. 0., ・S. 128. 
(23) Knief, a. a. 0., S. 129. 
(24) Zilias, M., Die Harmonisierung der Haftungsvorschriften fir Abshlu/3-
priifer in den Mitgliedsstaaten der EG, in: WPg 1974, S. 69 f. 
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拡大することによって， 本来の監査活動が困難！こなるのではなくて，むし
ろ，厳しい姿勢で監査が実施されるようになり，無限定の監査証明書は，当
然，大きな責任意識を伴って授与され，その結果，監査証明書の公共に対す
る証言能力は強化されるであろう。
なお， ドイツの現行法によれば， 立証責任は被監査会社に負わされてい
る。被害者である場合の会社が訴を起すに当っては，監査という業務の性格
上，会社側の立証は極めて困難と考えられる。 EWG第5指令においても，
この点に関しては，訴をうけた監査人の側で，自らに責任のないことを立証
すべきことを義務づけている。このような監査人への責任の拡大もまた，監
(25) 
査人の独立性の強化と関係をもつものであるといえよう。
つぎに，法的委任の第二の問題としては，会計監査士の選任における監査
期間がある。現在においては，決算監査士の選任は，毎年，決算期毎に行われ
る。そのため，常に，監査人には，その地位を失うかもしれないという不安
がつきまとう。このことは決算監査士の地位の弱体化，ひいては独立性の脆
弱化をひきおこす原因ともなる。したがって，監査期間がある程度長期に亘
ることがのぞましい。それによって，独立性の強化を招来し，監査活動も長
期間を通ずることによって重点的な計画配分を行うことができるようにな
り，監査資料についても十分な配慮を行き渡らせることができるようになる
のである。このような理由から，硯在でも，慣行としては長期の在任期間を
もつ監査士が増えている。
しかしながら，この監査期間が長期に亘りすぎると，また，逆に独立性に
ついての危惧が生れてくる。長期に亘る契約関係は，個人的な結ぴつきを深
(26) 
くして， 監査人の中立性を失わせる可能性がでてくる。最近の調査による
と，個人の監査士による監査契約数は減少して，監査会社への集中の度合が
極めて激しい。•このことは一面において；監査士の優位性を高めはするが，
(25) Diirrhammer, W. W., Unabhiingigkeit des Abschlu{3priifers im Aktien-
・ gesetz und in der Praxis, 1971, S. 64. 
(26) Diirrhammer, a, a. 0., S. 65. 
36(336) 第 25巻第 4 号
そのことがかえって，少数株主や一般公共の中から，会計監査士の無偏跛性
(27) 
に対する不安や疑念を起させるという結果を生じている。独立性は，いつ企
業から排除されるかもしれないという状況におかれるなら監査士にとっては
脆弱なものとなり，逆に，企業に長期に亘って居坐りつづけるならば，一般
公共からその独立性は疑われる。さらに，適当に新しい決算監査士が交替す
ることで，変った角度からの監査技術，監査重点あるいは助言などをもたら
すことができるのであるから，適切な交替が必要となろう。一般的見解とし
(28) 
ては三年程度が適切と考えられている。このように，一方において，監査人
の独立性の強化のために，法的委任を単年度とせず，数期間に亘るように変
更すること，他方において，大規模な監査法人による長期間滞留が現実に生
じていることから，企業への偏跛性を避ける意味で監査の交替の促進が実際
(29) 
的要請として生じてきている。
ついで，第三に取上げる法的委任の問題として，株主総会における決算監
査士の解説義務が考えられるべきであろう。 ドイツにおいては，株主総会に
おける決算書の確定に関する審議に参加することになっている（株式第176
条第1項）が，その主旨とするところは，総会において決算の内容が変更さ
れることのないように監視をすること，また僅かな変更があった場合でも，
直ちに追加監査がその場で可能となるために同席しているのである。 しか
し，決算監査士の総会への同席にも拘らず，彼には株主総会で解説を行う義
務をもたない（株式法同条第2項第2文）。決算監査士は， 監査の結果につ
いては，取締役および監査役に対して報告すれば足りる。株主への報告は彼
らの監査義務の範囲内ではないからである。しかし，法的構成からみれば，
決算監査士の選出は株主総会によって行われており，決算書確定の総会にお
(27) Schruff, L., Der Wirtschaftsprilfer und seine Pflichtprilfungsmandate, 
1973, 189. 
(28) Jackel, G., Die Unabhangigkeit des Absch!u(3prilfers bei der Pflichtprilfung 
von Aktiengesellschaften der offentlichen Hand, 1960, S. 189. 
(29) Knief, a. a. 0., S. 130. 
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いて，重要な会計処理，評価の問題，あるいは経営状況とその趨勢等の重要
事項について見解のわかれるような場合には， 解説を行なうべき立場にあ
(30) 
り，そのことによって，かえって，決算監査士の独立的地位の強化に役立つ
との考えが成り立つのである。決算監査士にこのような解説義務を与えるこ
とで，公開の原則はその本旨を全うすることができ，一般公共の期待にも添
うことになる。そこでクニーフは，株式法に，例えば，出席株主の 5彩の投
票によって，決算監査士への解説要望を指示し，決定するよう改正を加える
(31) 
ことを提案している。
五監査役監査との関係
つぎに考慮しなければならない問題は決算監査士の監査と監査役の監督と
の関係である。 1937年株式法改正の当時には，監査役の権限が絶大であるこ
とへの反省として， 指導原理 (Filhrerprinzip)の確立という思想を背景に
して，業務執行についてはその責任と権限をかなり大巾に取締役に与えるこ
ととなった。監査役は業務執行に関する権限からはづれて，専ら，取締役ヘ
の監督に専念することとなったのであるが，爾来，監査を専門としない監査
役就任者の性格からみて，業務執行の監督およぴ法律と定款のすべてに亘っ
ての監視という監査役の機能は現実的に作用していないのが常識となってき
ている。また，監査役の監督機能は，歴史的にいっても，殆んど果されてい
ないのが実状だったために，決算監査士制度の導入に当っては，とくに決算
監査士に助言義務の存することを法的にも明言されているのである。決算監
査士制度の施行された理由の一つに，決算監査士は，監査役が本来行うべき
であるに拘らず，実施できないでいる業務（とくに会計の監査）を行うこと
(32) 
にある，との指適がなされていた。立法者の意思に反して，監査役のこのよ
(30) Dilrrhammer, a. a. 0., S. 237. 
(31) Knief, a. a. 0., S. 131. 
(32) Adler, H., Der Prilfungsbericht des Aufsichtrates nach dem Regierungs— 
entwurf eines Aktiengesetzes, in : AG 1960, S. 211. 
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うな監査機能低下の現況では，法の規定の効果もないことになる。その結果
(33) 
として，監査役に代って，あるいは監査役のために，経営事情の監査義務を
めぐって，決算監査士の地位の強化に関する論義が出硯してくる。
さて，決算監査士の監査範囲をめぐって，＊ドイツにおいては，広狭いづれ
の方向に行くべきか論議を呼んでいるが，監査範囲を拡げる方向としては，
取締役の業務執行の監査に及ぶべしとの議論がある。業務の欠陥を明らかに
し，弁明を求め，その結果として業務責任を解除することを目的とするなら
ば，そのような責任を問うことは，公共に対しては，開示という手段を通じ
て知るとことができるのである。ザーゲによれば，監査役が監査の義務を果
しているのかどぅか，あるいは監査活動効果に疑問がある場合には，取締役
の業務執行に関する監査は会計監査士にまかしてよいかどうかを検討すべき
(34) 
であると提案している。この場合であれば，決算監査士は，販売，製造，購
買，投資，財務，会計，，配当，税金，人事，労務および社会政策，単的にい
えば，業務政策そのものの監査，あるいは業務の合目的性の判定にまで及ば
ねばならない。ただ，この場合，ザーゲによれば，次のような前提を必要と
している。すなわち，業務に関する意思決定過程を検証するに当たり，業務
遂行の方向を選択し，いづれが収益獲得に効果があるかを見定めることがで
(35) 
きるような，高度の判断力を決算監査士が保持している場合である，として
いる。
(33) 決算監査士は監査報告書に経営状況 (wirtschaflicheLage) を記載すること
が慣行となっているが， その内容は， 財産状態， 財務状態および収益状態に関
し，企業の変動に重要な影響を与えた原因，その変動の記述および現状の記載か
らなり，主として会計をめぐって生ずる経済的な変動を指しているのに対し，経
営事情 (wirtschaftlicheVerhi!.ltnisse) は更に範囲が広く，業務執行の状況，
例えば．人事政策，売買．投資など，会計以外の経営者の意思決定の合法性の問
題も取上げた概念である （詳しくは， 拙著「監査報告書論」千倉書房， 昭和42
年， 105頁以下を参照のこと）。
(34) Saage, G., Die Priifung der Geschiiftsfiihrung, 1965, S. W. 
(35) Saage, a. a. 0., S. 208 f. 
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以上のような論点に対して，このような監査範囲の拡大は，意思決定機関
(36) 
の責任を決算監査士に転化してしまうものであるとの批判，あるいは，かな
り莫大な監査費用を必要とするので殆んど不可能であるとの批判がある。さ
らに問題となるのは，業務執行の監査の結果を開示することによって得られ
る利益は必ずしも統一的に広汎に亘って賛同をえられないであろうという点
である。業務執行の適否の判定が，却って一部の利害関係者を害するかもし
れないというおそれがあるため，監査士の立場は，株主，債権者，企業，労
働者，国家或いは国民経済といった利害関係者間の利害をどのように調整で
(37) 
きるかを明確にしておかねばならない必要があるだろう。しかも，硯在まで
のところ，決算監査士はかなりの幅奏した業務の中にいるうえ，業務執行の・
監査にまで監査範囲を拡大することはかえって種々異なる公共の利害にまき
(38) 
こまれて，ますます大きな混乱をもたらすことになろう。
周知のように，決算監査士には助言義務が課されている。この助言の領域
には，労務政策にかかわる協力者，共同決定法の導入に際してのコントロー
ル，内国・外国の領域に亘る企業合同に際しての協力者として，企業の重要
な意思決定の中に深く入りこんでいる面がみられる。 このような監査の上
に， さらに助言をなすという矛盾が， 監査士の任務として存在しているの
で，法による業務執行の監査が生ずれば，監査と助言との間における調整は
益々困難となるであろう。クニーフによれば，決算監査士の任務は，何より
も，まず「伝統的な」証明を行うことにあるので，彼が「協同的企業者」で
あってはならない。そのためには，業務執行の監査を彼に与えるべきではな
(39) 
ぃ，としている。
さて，決算監査士の監査役および取締役に対する助言義務は法により定め
られているが，監査と助言の間には種々の疑問があることに関して論議が展
(36) Hasenack, W., Unternehmertum und Wirtschaftsliihmung 1932, Zitiert 
nach Saage, a. a. 0., S. 206. 
(37), (38) Knief, a. a. 0., S. 132. 
(39) Knief, a. a. 0., S. 132 f. 
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(40) 
開されてきた。その一つは，助言義務を決算監査士の任務からはずす立場で
ある。この立場は，主として決算監査士の責任のあり方から生じてくる。決
算監査士による監査を会計の範囲に限定しないで，業務に閲する助言の範囲
にまで拡大することは過重な責任を彼に負わせることになると言う理由から
である。他の一つは，現行法の通り助言義務を決算監査士に負わせるのが適
当であるとする立場である。会計の監査のみに監査範囲を限定するのは，公
共からの決算監査士への期待からみて不十仕であるとする見解である。
六．監査証明への附記事項
さて，ここで，決算監査士への情報拡大化に関する公共の期待の問題に戻
れば，現法休系化の下においてとりあげるべき手段の一つとしては，監査証
明書への附記事項がある。
株式法の規定するところによれば，監査証明書は無限定意見の外には，限
定付監査証明書と拒絶証明書が挙げられている。しかし，実践的には，法に
定めのない監査証明への附記事項の記載が論ぜられてきたb すでに早くから
監査証明書が公共の場において情報開示の強力な手段であるとの観点にたつ
論争が繰り広げられ，証言能力をもつことで重要性を有することが結論づけ
(41) 
られていた。
また，アドラー・デューリング・シュマルツも，監査証引書において，意
見の限定もしくは拒絶を行うような理由の存しない場合であっても，年度決
算書の監査に当り，発生した特別の事情につき外部に説明を加えた方がより
ベターである場合には，監査証明書への附記事項として読者の注意を換起す
(40) Klebber, W., Der Priifer als Berater, in: DB 1962, S. 877 f. ; Minz, 
G., Wirtschaftspriifung und (!nternehmungsberatung, in: WPg 1968, S. 123 
f. ; Valerrodt, K. S., Wachsende Beratungsaufgaben fir Wirtschaftspriifer, 
in: DB 1968, S. 809 f. 
(41) WP-Handbuch 1968, S. 762, Fu{3note 52. 
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(42) 
るのがよいと指摘している。なお，この附記事項に関しては，会計監査士協
会の発表になる「監査基準，三，決算監査における監査証明書授与の原則」
（専門意見書3/1977)のE項において触れている。それによれば「監査証明
書への附記事項—法律上は規定されていない一ーは監査の最終的結果によ
り，法律もしくは定款規定遣反に対し何ら異議事項がなくとも，補足的な供
述が必要であることを決算監査士が認めた場合に記載されるのが望ましい」
としているが，しかし，ここに記載することが望しい個々の具休的問題につ
いては，必ずしも明確に指示してはいない。
一般的に論じられている附記事項をつぎに挙げれば，
1. 一定の事実，例えば係争中の事件のように判断を下すことが不可能な場
合，
2. 欠損額が資本金の半額に及ぶ場合，
3. 債務超過の場合，
4. 支払不能の場合
などである。このうち WP-Handbuch1968(S. 762)が支持するところによ
れば， 3の債務超過については触れる必要がないとしている。それは，監査
および監査証明の意図は会計の秩序性にのみ関係しているため，取締役の動
議提出義務の巡守の是非にまで及ぶ必要がないとする立場からである。しか
しアドラー・デューリンク・シュマルツによれば，監査の結果は「企業，そ
の従業員， 株主， 債権者およぴ公共にとって， とくに重要である」ことか
ら，債務超過がある場合には，決算監査士は監査証明書の附記においてその
. (43) 
ことを指摘することがのぞましいと述ぺている。さらに，また，監査報告書
への記載事項とされている，企業の存立を危うくするようなとくに重要な事
項についても，経営状況を明確に示すという立場からいえば，このことを監
査証明書の附記において公共に示すことが最低限重要である，なぜなら，そ
(42) Adlar/ Dilring/ Schmaltz, Rechnungslegung und Prlifung der Aktien-
gesellschaft, Band 2, 1切1,s. 311. 
(43) Adler/ Dilring/ Schmaltz, a. a. 0., S. 312. 
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のような状況は，現段階での法的状況を完全に満しているかどうか疑問であ
(44) 
るから，との主張も存在している。
以上のように， ドイツの監査制度の中で，監査人による監査証明を通して，
情報開示をば拡大化させようとする傾向は，極めて強いように思える。企業
をとりまく特別の利害関係者としての公共，取引関係者，従業員などは，株
主や債権者と比較すると，法律構造からは容隠される存在ではないが，利害
(45) 
者多元論の立場から，重要視されるようになってきている。会計監査士が監
査証明書を通して，これを一層発展拡大させることが，公共への信頼性をか
ちとるための重要なボイントの一つとなるはずだからである。
この監査証明書への情報拡大化は附記事項の記載によって達成されるので
あるが，このことは，株主権の保護，拡大という立場からも有用であり，公
共の利益とい・う観点からも一層重要なのであって， 情報開示の拡大によっ
て，株主や債権者の利害が公共の利害と衝突するということはありえない。
ただ，との場合，問題になるとすれば，それは，決算監査士が判断を与える
について，どのような利益がまづ優先するかという点である。すなわち，株
式法監査において問題となる利益は，他の立場における利益と同じ程度に理
解しうるものではなく，自由競争原理の支配する経済休制の中では，株主と
債権者の利益が，他のすべての利益に優先するということでは疑う余地はな
い。しかし，総合経済的優位の原則から観察されるべき全般利益が存在して
おり，そのような立場から社会的責任を果すことが監査士の役割であるとみ
なされるなら，株主や債権者の利益よりも，他の利益が優先するという問題
(46) 
が，監査士には与えられることになる。
監査証明書の附記事項に関して，より一層の進展をめぐっての論争の中心
(44) Goerdeler, R., Zur Aussageflihigkeit des Bestlitigungsvermerks, Journal 
UEC 1967, S. 107 f. 
(45) Heigl, A., Zielvorgaben und Aufgabenstellung der aktienrechtlichen 
Pflichtprlifung, in: DB 1970, S. 1037 f; 
(46) Knief, a. a. 0., S. 136. 
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課題は，上述した通り，経営状況の記載に関してである。すでに， 1948年に
おいて，ダビットは次のような考察を与えている。彼によれば， 「会計監査
士の意見によれば年度決算書および営業報告書が企業の経営状況についても
適正な概観を示している旨，を明確に表明するよう，義務づけられてはじめ
(47) 
てドイツの監査証明書はその地保を堅めることができる」と。監査証明書を
重視すること，そのために，このような情報を十分開示することで，監査は
(48) 
公共への効果的な奉仕を果すことが可能になるのである。
さらに，この観点と同じ立場で，ゴウデケットもまた，次のような見解を
示している。年度決算書は会計を手段とするところの分割不可能な全体を示
しており，さらに，監査報告書への記載内容は，薄記，年度決算書およぴ営
業報告書を対象としているのである。立法者の意思はそれに応じてまた，公
共を対象とする監査証明書の公開を決定したはずである。立法者は，企業の
存立に危険を与えたり，企業の発展を阻害するかもしれないとくに重要な事
件についてもまた，会計監査士に報告義務を課している（株式法第166条第
2項）。 この主旨を尊重するならば， 企業に危険を与える事件が発生した場
合には， 監査報告書においてのみならず， 公共向けの監査証明書において
(49) 
も，同時平行してその旨を公表するのが論理的な帰結であると論じている。
その論拠とするところによれば，このような重要な事件の発生している場合
には，通常，大株主，大債権者およぴ企業内部者はそのことをすでに知って
いると考えられる。そうであるならば，公共もまた，そのことを知らされる
ことが当然であり，そのような手段は，監査証明書においてのみ可能となる
であろう，からである。
七．おわりに
クニーフの考察によれば，企業の利害関係者の判断に十分役立ち，それに
(47), (48) David, W., Der aktienrechtliche Bestiitigungsvermerk und seine 
heutige Problematik, in: WPr 1948, S. 65.ff. 
(49) Goudeket, A., Bdedetung und Aussagefiihigkeit des Bestiitigungs-
vermrerks, in Journal UEC 1966, S. 69. 
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満足を与えるためには，たえざる公開の拡大が必要であるとの結論に達して
悶。
しかし，一つの要請が生ずれば，それは他への圧迫を生じさせる原因とな
る。自由な経済秩序にあっては，常に新たな緊張関係が発生し続けるもので
あるが，この緊張関係の結果はあるいは法的秩序の再編成へと動き，あるい
は職業慣行の前進を促すことによって解消されうる。たとえば，監査証明書
をめぐる開示の問題は，公共的な期待という観点にたてば，株式法の公開規
定の検討が求められるであろう。さらにまた，情報開示の拡大化は，職業実
践の前進によって可能となるであろう。その結果は，今までの緊張関係の危
機を打破するのに役立つといえる。しかしながら，進展する新たなる緊張関
係もまた，たえず新たな問題を派生してくることが考えられる。例えば，・情
報拡大化の一つの方向としての予測会計をとってみれば，そのような社会的
要請に対する企業側の開示義務への抵抗があるであろうし，不確実な将来資
料についての確腿に関して監査証明書のあり方が困難さを示すにちがいな
い。しかしながら，このような緊張関係は自由経済の進展に伴いながらたえ
ず発生するものであって，このような緊張分野にたち向い，これを分析し，
たえざる緊張解消の探求を続けることが，会計監査士にこそ課せられた任務
(51) 
なのである。
このようにして，会計監査士は緊張分野の真ただ中に位置している。具体
的には，株主，債権者，労働者，国家という外部の利益と，企業という内部
の利益との対立，いわば公共と企業という二者の間に配置され，その中にあ
って両者間における， 緊迫度を緩和し調整すべき役割を荷なう。 このよう
な，二者間にある緊張関係を解消するためには，社会共同体としての職業団
体の働きこそが重要となってくる。監査識業団体自らが，会計及監査に関し
て，積極的に専門意見，指針あるいは原則等を示すことによって，公共に対
し，監査証明書の意義を納得させ，監査業務への理解を深からしめるという
(50) Knief, a. a. 0., S. 138. 
(51) Knief, a. a. 0., S. 139. 
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ことで重要な役割りを果すことになる。そのための研究を自らすすんで行わ
ねばならない。このような結果としてはじめて，開示への公共の理解を高め
ることが可能となり，ひいては自由職業としての監査を保証することが可能
となるのである。クニーフは，監査職業団休が十分な研究に基いて公共に働
きかけること，内部的には独立性の保証を獲得するための職業的尺度を確立
することを監査職業団体の重要な役割として指摘するとともに，とくに，情
報拡大のための手段として監査証明書における附記事項の拡大化を提案して
心：2）デュリハンマーもまた，このような立場から，決算監査士は意識して
(53) 
より強力に公共の利益の先頭に立つことを要求されていると論じている。
さて， ドイツにおいては，株主の利益を保護する法としては，主として株
式法が挙げられるが，法の性質として，経済発展に伴う現実への対応として，
は固定的であることから，株主の権利の保護については，監査士の協力が必
要と考えられる。すなわち， 会計監査士は， 自らの業務実践の過程を通じ
て，株主権利を発展させる慣行を作りあげていく責務がある。このことは，
会計士職業が現に存在している株主権利の基礎や問題点にかかわりをもつば
かりでなく，経済組織そのものや，会社の権利に係る問題が常に流動的に変
動する中にあって，職業活動や職業通念および専門的教育といった諸問題の
取扱いにも関係してくるのである。そういう点で，会計監査士協会中央委員
会の役割や，そしてそこから生ずる専門意見は重要な意義を持っているので
ある。この職業専門団体は，このように専門意見，指針およぴ原則の作成に
全力をつくし，外部からの圧力や指導をはねのける力を貯えること，今まで
よりも，更に，不充分であった会計実践に力を注ぎ，改良を加えるよう努力
(54) 
を続けねばならないのである。
(52) Knief, a. a. 0., S. 1叫
(53) Dilrrhammer, a. a. 0., S. 68. 
(54) Knief, a. a. 0., S. 134. 
